
事業群評価調書（平成29年度実施）
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(３)

①

基準値
（H25）

実績
（H27）

達成率

965億円 1,014億円 ―

H28実績 一般財源 人件費(参考) H28目標 H28実績 達成率

H29計画 一般財源 人件費(参考) H29目標 ― ―

H28：課題解決プロジェ
クトチーム会の開催
（回数/年）

9 9 100%

H29：課題解決プロジェ
クトチーム会の開催
（ﾁｰﾑ数/年）

9 ― ―

570 算定中 ―

576 ― ―

2 2 100%

2 ― ―

851 算定中 ―

858 ― ―

農業経営課

基 本 戦 略 名 元気で豊かな農林水産業を育てる 事 業 群 主 管 所 属 農林部農産園芸課

指　　　　　標
最終目標
（H32）

（進捗状況の分析）

施 策 名 農林業の収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化 課 （ 室 ） 長 名 渋谷　隆秀

事 業 群 名 品目別戦略の再構築（露地野菜） 事業群関係課(室)

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

　米や果樹、施設・露地野菜、畜産物、木材などの品目毎に、品質向上や多収化、新技術・新品種導入、
規模拡大や増頭などの生産性向上対策による定時・定量・定質の出荷体制を確保していく取組をはじ
め、ブランド化やコスト縮減対策などしっかり稼ぐための対策を推進します。

ⅰ）冬季温暖な気候を活かした生産量増大による市場占有率向上、省力機械化や軽労化、加工・業務用野菜の
安定供給、集出荷・輸送体系の改善など市場・実需者ニーズに対応した露地野菜産地づくり

事
業
群

産地計画策定産地の販売額 1,093億円
　本県の主要露地野菜である「ばれいしょ」、「レタス」、「ブロッコリー」、「だいこん」、「にんじん」は、県央地区や島
原半島などで産地が拡大してきた。露地野菜では、高齢化より栽培者数が減少したことなどにより、本県産の主
要露地品目の１つである「ばれいしょ」の栽培面積が約130ｈａ減少する一方、「だいこん」、「にんじん」、「レタス」、
「ブロッコリー」、「たまねぎ」の主要産地の面積は、集出荷施設や収穫機械の活用による省力化や基盤整備地へ
の作付け拡大等により合計で約60ｈａ拡大した。
　春先の天候不順等の影響で生産量は減少したものの「春ばれいしょ」、「春だいこん」、「春にんじん」の単価は上
昇した。平成27年産の露地野菜全体の産地計画策定産地の販売額（一部施設野菜との重複含む）は、「ばれい
しょ」約14億円の増、「レタス」約3.9億円の増、「だいこん」約1.7億円の増などにより、平成26年度の約135億円か
ら約155億円へ約20億円増加した。

関
連
指
標

そ
の
他

２．28年度取組実績（H29新規・補正は参考記載）

取組
項目

事務事業名 事業
期間

事業費(上段:実績、下段:計画、単位:千円） 事　　　業　　　概　　　要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

28年度事業の成果等

中
核
事
業所管課(室)名

野菜産地イノベーショ
ン推進対策事業費 H28-32

9,794

事業対象
28年度事業の実施状況

（29年度新規・補正は事業内容）
指標 主な目標

○

9,265 9,265 8,881
成果
指標

9,794 8,846

市町、農業団
体他

　本県農業を牽引する野菜において、基幹品
目のいちご、アスパラガス及びばれいしょのさ
らなる推進を行うとともに、水田等への野菜作
付の拡大、施設園芸における新たな複合環境
制御技術の導入による単収向上及び実需者
ニーズに対応した生産流通体制の強化を進
め、本県野菜の生産振興を図った。

活動
指標

　全国的に野菜産出額が伸び悩む中、ば
れいしょの新品種の推進や産地の課題解
決に向けた技術の実証等に県・関係機
関・産地一体となって取り組んだことで産
地体制の強化が図られた。
（参考）H27実績：648億円

野菜産出額（億円）
農産園芸課

未来を創る園芸産地支
援事業費

H28-32

154,983 154,983 16,084

産地計画を策
定した産地の
構成員

　園芸産地の５年後の目標を定めた「産地計
画」の策定及び計画実現に向けた活動の支
援を図るため、推進会議の開催、産地の構造
改革を推進するための講座や研修会の実施、
産地の課題解決のためのアドバイザー派遣、
定時・定量・定質出荷の実現やコスト縮減を図
るための施設・機械等の整備を支援した。

活動
指標

事業推進会議の開催
数（回） 　露地野菜では、だいこん、ばれいしょ、

レタス、ブロッコリーでべたがけ資材を
18.3ha（76戸）に導入し、生産安定に寄与
した。
（参考）H27実績：905億円129,893 129,893 16,148

成果
指標

園芸作物産出額
（億円）

農産園芸課

取組
項目
ⅰ



4 22 550%

4 ― ―

851 算定中 ―

858 ― ―

1 1 100%

1 ― ―

H28:ばれいしょの出荷
量（島原雲仙地区）（ｔ）

数値目標なし ― ―

H29:ばれいしょの出荷
量（県央長崎地区）（ｔ）

数値目標なし ― ―

16 16 100%

16 ― ―

2 12 600%

14 ― ―

14 14 100%

10 ― ―

100 135 135%

100 ― ―

6 11 183%

6 ― ―

0 0 ―

4 ― ―

1 1 100%

1 ― ―

― ― ―

― ― ―

― ― ―

2 ― ―

― ― ―

0 ― ―

29,427 5,248

663,750 0 5,227

産地総合整備対策事
業費

H18-

1,348,258

農産園芸課

　野菜の集出荷貯蔵施設、選荷施設、育
苗施設の建設およびハウス資材に対して
補助を行うことにより、産地規模拡大や農
業経営規模拡大に寄与した。
（参考）H27実績：905億円成果

指標
園芸作物産出額（億
円）

５戸以上（知
事特認３戸以
上）でなる農
業法人等。又
は「産地パ
ワーアップ計
画」に基づい
た意欲のある
農業者等

　園芸産地の競争力強化に向けた生産体制
の整備を図るため、集出荷貯蔵施設、低コス
ト耐候性ハウス等の共同利用施設の導入に
取り組んだ。

活動
指標

実施地区数（整備事
業）（地区）

全国トップ産地強化支
援事業費

H18-

90,150 90,150

農産園芸課

100,000 100,000 804
成果
指標

807

農業協同組
合他

　春出荷ばれいしょの全国トップクラスである
産地が、さらに競争力のある産地へと発展を
促し、県内他産地のモデルとするために、産
地が整備する大規模選果施設に対し助成を
実施した。

活動
指標

支援件数（件）
平成２８年度については、施設整備を実
施し、平成２９年春より利用を開始した。
大規模選果施設の整備により、選別作業
時間を削減し、余剰となった労働時間で
規模拡大を図り生産量の拡大等により農
業者の所得向上に繋げていく。また、「定
時」「定量」「定質」な出荷の実現による市
場信頼度の向上を図り、H３０年度に
10,200tの達成を目指す。

フードクラスター構築支
援事業費

H28-32

14,309 7,154

農産加工流通課

22,071 11,036 7,238
成果
指標

食品企業との新たな連
携取組数（累計）（件）

7,267

農業者
加工業者

　県及び地域に加工業務用産地育成協議会
を設置し、県内外の食品企業と産地のマッチ
ング等により連携を強化した。また、新産地の
育成や、産地と食品企業のネットワーク化を
促進し、６次産業化や農商工連携の取組規模
の拡大した。

活動
指標

県及び地域協議会に
おける産地部会・加工
部会の設置・運営（部
会）

　加工たまねぎについては、生産者に対
して生育段階に応じて生産検討会を実施
した。加工たまねぎは栽培面積が12ha増
加したが、出荷量はべと病の発生により
約3,500tの減少となった。
　一方で、レタスは約1,300t、きゅうりは約
140tの増加となった。だいこんは約300t増
加したことに加え、栽培面積も増加した。

新規品目等チャレンジ
農業支援事業費 H27-29

3,000 3,000

農産園芸課
2,500 2,500 3,230

成果
指標

チャレンジプランの導
入面積割合（％）

3,217

チャレンジプ
ラン策定団体

　新規品目や新規品目を含めた少量多品目
等からなる｢チャレンジプラン｣を策定した組織
に対し、プランの実現のための事業可能性調
査、栽培試験、試験販売、講師招聘等を支援
し、新規品目の作付面積拡大を図った。

活動
指標

事業推進会議の開催
数（回）

　当初7プランの実施を目標に活動してい
たが、事業要望を取り下げた事業主体が
あったため成果指標の達成には至らな
かった。野菜では、とうがらし（9.8a）、しょ
うが（23a）、チンゲンサイ（21a）の導入を
図った。

新技術導入実証普及
事業費

H27-29

3,969 3,969

農産園芸課

3,784 3,784 10,658
成果
指標

現地実証による技術
確立（件）

10,646

普及指導員
農業者

　国の試験研究機関と連携し、先駆的な革新
技術および活用の推進に向けた取り組みを
行った。また、県内では導入事例が少ない新
技術を現地で実証し、成果を現地に普及させ
た。さらに、次期基準技術で導入を検討する
技術を現地で実証し、分析・評価した。

活動
指標

現地実証圃の設置
（圃）

ロボット技術の実証は、アシストスーツ
の現地適応性について、ゆで干し大根・
にんじんにおける実証を行い、軽労化調
査を実施した。連動した動きを行うまでの
慣れが必要で、多様な作業を行うには対
応が難しいことなどの課題が挙げられた。
また、無人ヘリ防除は、春ばれいしょでは
疫病多発時の対応が課題、たまねぎでは
べと病の防除効果が確認できた。
　土壌の可給態窒素分析による窒素施肥
技術の改善として、ブロッコリー、レタスで
減肥の実証圃を設置し、可給態窒素を考
慮した施肥コスト低減が可能であった。

病害虫防除対策強化
事業費 H28-32

4,647 1,666

農業経営課
6,819 2,094 1,615

成果
指標

本県でのたまねぎべと
病発生生態解明（開発
目標:H30)

1,608

農業者

　たまねぎ栽培において問題となっているべと
病の感染時期、発症時期を明確にするための
実証試験を実施した。また本県への侵入が危
惧される重要病害虫の侵入警戒調査を実施し
た。

活動
指標

加工業務用たまねぎ
の防除体系確立に必
要な技術数（件） 　たまねぎべと病の感染源となる感染苗

を早期に判別・除去するための技術を確
立した。

先端農業技術開発支
援事業費

（H29
新規）
H29-31

― ―

農産園芸課
5,629 274 8,074

成果
指標

開発した技術

―

農林技術開
発センター

　先端的なIT技術を活用した機器を活用し、生
産安定、省力化、コスト縮減等の経営改善を
図るため、重要病害の防除技術等、新たな活
用技術の開発を目指す。

活動
指標

検討会の開催

―

取組
項目
ⅰ



事業構築の視点

―

③

―

―

―

①

未来を創る園芸産地支
援事業費 ―

　露地野菜における各種施設・資材の導入は生産者の所得向上につながる取組であるため、今
後も生産者のニーズを把握し、事業内容を見直す。

改善

見直し区分

野菜産地イノベーショ
ン推進対策事業費 ―

　本事業の成果として野菜の産出額は順調に増加してきており、今後も引き続き、ばれいしょ「こ
だわり産地づくり」の推進や産地強化に向けた新規品目の導入等、本県野菜産地の更なる拡大
に向け、事業効果の検証を関係団体等も含めて協議しながら、本事業を継続していく必要があ
る。

現状維持

事務事業名
29年度事業の実施にあたり見直した内容 30年度事業の実施に向けた方向性

（H29の新たな取組は「H29新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載） 見直しの方向

全国トップ産地強化支
援事業費 ―

平成30年度以降の事業の実施については、該当地区の有無や事業効果を検証の上、必要な支
援を継続して行っていく。

現状維持

産地総合整備対策事
業費 ―

　国の強い農業づくり交付金に加え、産地パワーアップ事業を活用し、低コスト耐候性ハウスや
選果選別機の導入等に取り組んでおり、平成30年度も継続して事業を実施する。

現状維持

新規品目チャレンジ農
業支援事業費

　本事業の目的に「中山間地域や離島半島地域などの一定規模
の産地形成が困難な地域」における新規品目等の産地育成を支
援するとしているため、事業対象地域を明確にした。

　各地域において新規品目等の掘り起しが一定程度できたため、今後は別事業で産地育成に取
り組んでいく。

終了

フードクラスター構築支
援事業費 ―

　県内の加工業務用産地では、たまねぎ、キャベツの規模拡大が図られ、定着化が進み、成果
が上げられた。しかし、品目によって、実需者のニーズに対応できていない品目もあり、平成30
年度は実証圃の設置や生産検討会の開催などによりたまねぎ、ほうれんそうなどの単収向上対
策および産地拡大を図る予定である。
　各産地では平成28年度に「産地育成プログラム」を策定し、生産者の技術向上を目指して①産
地の課題解決のための実証圃設置など活動支援、②指導者の資質向上のための研修会の開
催、③実需者ニーズに対応した新たな品目に対するニーズを把握することとしており、これまで
の活動、成果を検証し、今後も本事業による支援を行う。

現状維持

取組
項目
ⅰ

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
ⅰ）冬季温暖な気候を活かした生産量拡大による市場占有率向上、省力機械化や軽労化、加工・業務用野菜の安定供給、集出荷・輸送体系の改善など市場・実需者ニーズに対応した露地野菜づくり

・市場の求める定時・定量・定質の野菜を供給するために集出荷施設の整備や省力機械の導入、厳寒期に安定出荷するための被覆栽培の導入などを推進してきたが、今後も産地体制づくりをさらにすすめていく
必要がある。
・また、加工業務用産地育成協議会を設立し加工・業務用需要に対応した産地づくりをすすめてきたが、省力機械の導入による経営規模の拡大や、生産量が実需者の需要に応え切れていない品目があるなどの
課題があるため、解決に向けた取り組みを今後もすすめる必要がある。
・中産間地域や離島地域など一定規模の産地形成が困難な地域において、新規品目の産地育成の取組を支援したが、条件不利地域での取組を継続して支援する必要がある。
・省力化を図る無人ヘリ防除等の新技術の現地試験を行った。技術発達が目覚しいＩＣＴ技術等先端的な技術の利用について検討する必要がある。
・現在、先端的な農業技術の開発、普及を図るため、ばれいしょにおける疫病発生対策について国の事業に応募している。今後、高齢化による担い手の減少、雇用労力の不足が急速に進むことが想定されており、
産地の縮小が懸念される。本県では多様な地形や気象条件を活用した様々な農産物が生産されており、本県に応じた技術の開発、普及を加速化する必要がある。

４．29年度見直し内容及び30年度実施に向けた方向性

取組
項目



①

―

①

病害虫防除対策強化
事業費 ―

　平成28年産に全国的で大発生し、本県にも大きな被害をもたらした「たまねぎべと病」は、平成
29年産では栽培圃場の巡回による感染源となる病気苗の除去や農薬散布の徹底等により発生
は抑えられたが、生産者の労力や農薬費用の削減のためにもより効果的かつ効率的な防除体
系の確立が必要であるため、今後とも国の交付金事業を活用して事業を実施する。

現状維持

新技術導入実証普及
事業費

　試験研究機関と連携し、先駆的な革新技術の確立及び活用の
推進に向け現地実証を行うとともに、次期基準技術への検討す
る新技術について現地実証する事業であり、今後も継続して事業
を実施する。本年度は春ばれいしょでの無人ヘリ防除技術の検
討を行い、レタスにおいて可給態窒素簡易分析による基肥窒素
を減肥する施肥改善の検討を行う。

　これまで様々な技術革新に対応した事業を実施してきたが、より高い生産性や収益性向上の
ためには近年、発達が目覚しいＩＣＴ技術等先端的な技術を利用した農業生産体制の確立に取り
組む必要がある。ドローンによる防除、環境制御技術の導入によるハウス管理等について技術
普及班が主体となり、試験研究機関と連携し、現地実証を行うことでスマート農業の早期普及を
図る。
  省力化が可能であり、降雨後で圃場に入れない状況でも薬剤散布できる無人ヘリ防除は、ば
れいしょで導入され始めているが、高価であることや狭い圃場での散布が困難な問題点がある。
そのため、無人ヘリに比べ安価で取り扱いが容易であり、近年発達が目覚しいドローンを用いた
露地野菜（ばれいしょ等）防除体系の確立を図る。

改善

先端農業技術開発支
援事業費 　H29新規

　先端的なＩＴ技術を用いた農業技術の開発は、本県農林業の活性化を図るためには非常に重
要であることから、今後、活用できる先端技術を検討し、現場の実態に即した技術の開発を検討
していく。

改善

取組
項目
ⅰ


